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都市の不動産が活用される理由

• 都市という生産技術を用いることの便益が、そのコストを上回る限り、都市内の
不動産は活用される

• 居住者に対して死亡等のショックが訪れても、潜在的需要者がそれを引き継ぐ

CBD

この場所に住むことの価値（CBDで働く

ことでどれだけの収入？、居住地のアメ

ニティの価値？等）

＞

この場所に住むコスト（インフラの維持

コスト？、住宅の維持コスト？）

死亡などのショックが発生し

ても、都市内外の潜在的な

需要者が購入
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人口増加、都市成長期
価格

数量

価
格
調
整

数量調整

都市計画とは、都市成長に伴う数量調整

の効率化手法（住宅開発をまとめて、イン

フラとの関係を調整して増やす技術）

人口増加、

都市成長期

に需要曲線

が上方シフト
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人口減少、都市縮小期
価格

数量
住宅の耐久性、まとめて住

宅を減らせる技術がないた

め供給曲線がキンク

人口減少、

都市縮小期

に需要曲線

が下方シフト

非常に大きな価格調整が行

われて、価格、付値が非常

に低い状況になるため、何

等かのショックに脆弱な状

況
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大都市圏の距離帯別空家率

東京70km圏 名古屋50km圏

大阪50km圏
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シミュレーション

• 3種類の不動産が都市内に存在する。

• 居住者の主観的な付値と客観的な付値は一致

タイプ１ 10 62 10 52
タイプ２ 10 42 10 32
タイプ３ 10 22 10 12
合計 30

付値(a)所有者数
インフラの
維持コスト
(b)

(a)-(b)
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
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• 毎期各タイプの3人が死亡して、その際の潜在的需要者と
のマッチングが100％実施される場合は、空地、空家は発
生しないが、マッチングの確率が66％の場合は、灰色部
分の空地、空家が発生する（摩擦的空地、空家）

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

毎期発生する死亡
というショック

マッチングの確率が
66％の際に発生す
る摩擦的空地等

タイプ１ 9 62 11.11111 50.88889
タイプ２ 9 42 11.11111 30.88889
タイプ３ 9 22 11.11111 10.88889

27

所有者数 付値(a)
インフラの
維持コスト

(a)-(b)

(a)-(b)>0であるため
地域は維持される

6



• CBDの生産性低下や人口減少などにより、各

タイプの不動産の付値が半減した場合（構造
的空地、空家）（外部性がない場合）

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

マッチングの確率が
66％の際に発生す
る摩擦的空地等

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

タイプ１ 9 31 11.11111 19.88889
タイプ２ 9 21 11.11111 9.888889
タイプ３ 9 11 11.11111 -0.11111

27

所有者数 付値(a)
インフラの
維持コスト

(a)-(b)

タイプ１ 9 31 16.66667 14.33333
タイプ２ 9 21 16.66667 4.333333
タイプ３ 0 11 16.66667 -5.66667

18

所有者数 付値(a)
インフラの
維持コスト

(a)-(b)タイプ３の不動産に
ついてはインフラの
維持費用が増高す
ることで維持困難
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• CBDの生産性低下や人口減少などにより、各

タイプの不動産の付値が半減した場合（構造
的空地、空家）（外部性がある場合）

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

隣接不動産は外部
不経済が発生する
ことから付値が半減

隣接不動産につい
ては、タイプ２、タイ
プ３が維持困難化

タイプ１ 9 15.5 11.11111 4.388889
タイプ２ 9 10.5 11.11111 -0.61111
タイプ３ 9 5.5 11.11111 -5.61111

27

所有者数 付値(a)
インフラの
維持コスト

(a)-(b)

1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3
2 3 1
3 1 2
1 2 3

最終的には全ての
不動産が維持困難
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全体としてどんな対応が必要か

価格

数量

不動産価格が下落したため、

住宅サービスの量を拡大す

ることが可能

・セカンドハウス

・隣地利用の促進 価格

ランダムなショックによる空

家、空地化が外部性の発生

を通じて、事態を悪化させな

いための措置

都市、住宅地の整除された

縮小を行う仕組み

・立地適正化計画

・PRE価格
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空地・空家のタイプ別の対応

CBD

タイプ２

市場価値は0であっても、外部性を発生さ

せているため、それを回避すると言う意味

で、コミュニティにとっての価値が正のもの

→コミュニティに低価で売却

タイプ１

市場価値が正のもの

→マッチングの取引コストを

下げることで改善

タイプ３

市場価値もコミュニティに

とっての価値も0のもの

→縮小の対象

誰がこの見極めを最もうまくできるのか？

・周囲に与える外部性はコミュニティが最もよく知っているのか？

・ランドバンクのような集中的な情報管理の仕組みが必要か？

10


